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はじめに

商社史の研究については，経営史，経済史，貿易論などの分野からすで

に多くの優れた研究業績がある。とりわけ，1960年代の後半から1970年代

の後半にかけて，活発な総合商社の経営史研究がなされた。1967（昭和

42）年には中川敬一郎氏の「日本の工業化過程における『組織化された企

業者活動』」(『経営史学』第２巻第３号）が発表され，商社の「総合化の

論理」が追究されていたし，1972（昭和47）年の経営史学会第８回大会で

は， 総合商社」が統一論題とされており，『経営史学』第８巻第１号にそ

の成果が収録されるとともに，1976（昭和51）年には，それらを拡充し

て，宮本又次・栂井義雄・三島康雄編『総合商社の経営史』(東洋経済新報

社）が刊行されている。その後，米川伸一，山崎広明，橋本寿朗，桂芳

男，長沢康昭，辻節雄，島田克美，黄孝春，田中彰，木山実，大島久幸，

宮地英敏各氏等の論稿が発表されており，三菱商事の考課状を活用した川

辺信雄氏の『総合商社の研究―戦前三菱商事の在米活動―』(実教出版，

1982 昭和57>年）をはじめ，三井物産機械部の考課状を検討した麻島昭

一氏の『戦前期三井物産の機械取引』(日本経済評論社，2001 平成13>

年）や山口和雄氏の『近代日本の商品取引［三井物産を中心に］』(東洋書

林，1998 平成10>年)，上山和雄氏の『北米における総合商社の活動
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1896～1941年の三井物産』(日本経済評論社，2005 平成17>年）などの

貴重なモノグラフが刊行されており，商社史研究も精緻化が進んでいる。

このような商社史研究の驥尾に付して，これまであまりとりあげられてこ

なかった商社にスポットをあてて，あらたな資料を発掘しつつ研究を進め

ることにしたい。本稿では，日豪間の直貿易をになった日本の商社の豪州

進出過程について検討することにしよう。

日豪直貿易のパイオニアとしてしばしばとりあげられるのが兼松商店で

あるが，同商店に関しては，井上忠勝「日豪直貿易と兼松房治郎」(神戸

開港百年史編集委員会編『神戸開港百年史：港勢編』，神戸市，1972 昭

和47>年）が兼松房治郎の生い立ちや兼松商店の成立と日豪直貿易の発展

過程を興味深く描いている。そして，兼松の羊毛輸入商社としての軌跡を

的確に整理したものとして，梅津和郎『日本商社史』(実教出版，

1976 昭和51>年）の「Ⅴ繊維専門商社の系譜」があるし，兼松の繊維系

商社から戦後の高度成長期にかけての総合商社化の過程を検討したもの

に，辻節雄『増補版 関西系総合商社―総合商社化過程の研究』(晃洋書

房，1997 平成９>年）の「第四章 兼松と江商―繊維系商社から総合商

社へ―」がある。また昭和戦前までのわが国のオーストラリア羊毛取引の

歴史を堅実に描いた論稿に，宇田正「日本・オーストラリア両国間羊毛取

引関係の形成と展開―1930年代中期までの粗描―」(追手門学院大学オー

ストラリア研究所『オーストラリア研究紀要』第２号，1976 昭和51>

年）があるし，戦前の貿易統計の吟味により，羊毛工業品の輸入，生産，

輸出の雁行的発展の過程を析出した研究に酒井正三郎・赤松要『我国の羊

毛工業貿易―本邦羊毛工業の調査研究（其五）―』(名古屋高等商業学校

産業調査室，調査報告第20輯，1937 昭和12>年）がある。こうした研究

史の回顧にもとづくと，従来の兼松の研究の多くは，『兼松回顧六十年』，

『兼松六十年の歩み』，『兼松濠洲翁』等を基本文献としていた。これらの

諸文献は，兼松の研究に欠くことのできないものとはいえ，分析をより深

め，研究史の新たな展開をはかるには，資料的基礎をさらに拡充すること
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も必要なことと思われる。そこで，本稿では，オーストラリアの

National Archivesの Sydney Officeに所蔵されている日本の商社に関す

る諸資料等を一部利用しつつ，日本の商社の豪州進出過程について若干の

検討をおこなうことにする。

明治中期の兼松商店の豪州進出

兼松房治郎は1887（明治20）年11月に豪州に赴き，各地の実情を視察し

たのちに，1889（明治22）年８月15日神戸市栄町５丁目に「豪州貿易兼松

房治郎商店」を創設し，その翌年の1890（明治23）年4月10日に Sydney

支店を Clarence Street 99に開設し，日豪直貿易に着手している。彼は，

その後，1891（明治24）年，1892（明治25）年，1895（明治28）年，

1898（明治31）年，1901（明治34）年，1905（明治38）年と渡豪をかさ

ね，両国間の貿易の発展に貢献した。そこで，明治期の兼松商店の経営動

向と輸出入業務の動向等についてまず概観することにしよう。

兼松商店の創業以来の営業成績の推移を示したものが表１である。これ

をみると，明治後期の兼松商店の営業成績には変動と変化があったとみて

よいであろう。創業当初の兼松の経営は，利益額や利益率の数値に示され

ているように困難な局面にあったと思われるが，1890年代中葉の日清戦争

期には売上高，利益額ともに急増し，利益率も上昇していた。しかし，日

清戦後には，売上高は伸びるものの利益額は一進一退となっており，利益

率はやや低下し上下に変動していた。そして，1900年代にはいると，日露

戦争期にはいるまで，売上高の伸びも鈍化し，利益額の数値はマイナスと

なっていたのであり，利益率はさらに低下している。このような売上高，

利益額，利益率の動向からみる限り，19世紀末葉から20世紀初頭の兼松商

店の経営には看過しえない問題が顕在化していたと考えられる。その後，

日露戦争以降，軍需の増加などにより売上高が急増し，利益額も増大し，

利益率も上昇に転じたが，日露戦後以降の利益率の動向で留意すべきこと
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は，利益率の数値はけっして大きいとは言えないが，安定的に推移してい

たことである。このような利益率の動向は，それ以前の利益率の動向とは

異なったものであることに注意しておきたい。

国内の毛織物工業では，1879（明治12）年９月に開業した官営千住製絨

所が先駆的地位をしめており，その命を受けて外商を通じて羊毛の買付け

にあたっていた大倉組などが羊毛流通の上で重要な役割をはたしていたの

で，兼松商店は当初こうした官需には進出しえず，辛酸を嘗めていたと思

われる。兼松の羊毛の利益は，日清戦争期や条約改正による毛織物の輸入

税の引上げにより毛織物工業が保護された際には大きくなるものの，通覧

すると上下に変動しており，輸入羊毛の取引には脆弱性がみられた。兼松

の1899（明治32）年の取引先別の羊毛取扱量を示した表２によると，同年

の兼松の羊毛取扱量は2064俵であったが，そのうち1284俵，62.2％が東京

表１ 明治後期の兼松商店の営業成績

(注)『KG-100兼松株式会社創業100周年記念誌』兼

松株式会社，1990年，266～267ページによって

作成。
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製絨会社のものであり，393俵，19.0％が大阪毛糸会社のものであった。

千住製絨所の大倉組にたいする羊毛の注文を兼松が下請して買付けたもの

も56俵，4.2％ほどあった。このような事情から，明治後期の兼松商店の

輸入・輸出動向を整理した表３によると，1900年代初頭には，一時，豪州

からの輸入商品総額が減少し，羊毛の輸入も減少した。この時期には，中

国を対象とする取引がみられるようになり，急激な増加を示していた。

日清戦後の兼松商店は，蚕糸貿易，対中国貿易の開拓，貿易商社にふさ

表２ 兼松の取引先別の羊毛注 数：1899(明治32)年

(注)『兼松商店史料 第一編』によって作成。

表３ 明治後期の兼松商店の輸入・輸出動向

(注)『諸勘定及統計表 兼松商店』(神戸大学経済経営研究所所

蔵）などの帳簿資料によって作成。

単位は，1895（明治28）年から1900（明治33）年までは

＄表示，1901（明治34）年以降は円表示である。
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わしい店舗の新築を三大事業目標としており，中国との貿易の動向を示し

た表4-1，表4-2によると，大豆・豆粕を中心にして柞蚕糸，粟，小麦等を

輸入し，燐寸や綿糸等を輸出していた。しかし，この期の蚕糸貿易や豆粕

取引を中心とする中国貿易は投機性がつよく，問題をはらんでいた。1900

年代にはいると，日露戦争期にはいるまで，売上高の伸びも鈍化し，利益

額はマイナスとなり，利益率の低下も顕著になっていたのである。事業の

健全化と合理化をはかることが急務とされ，こうした課題に立ち向かった

のが学卒社員の前田卯之助であった。

1878（明治11）年２月17日旧丹波篠山藩士前田猶衛の次男として生まれ

た前田卯之助は，鳳鳴義塾で学び，1896（明治29）年高等商業学校（のち

表4-1 中国からの輸入商品

(注) 典拠と注記については表３を参照。

表4-2 中国への輸出商品

(注) 典拠と注記については表３を参照。

300



の東京高等商業学校）に入学し，1900（明治33）年同校を卒業し，兼松商

店に入っていた。彼は，この難局に際して， 私カニ以為ク，商店ノ病根

ハ無主義無方針ニ在ルナキカ，方針ナキニ非ルベシ，終始一貫ノ大方針無

キノ謂也」と述べ， 丗二年当時ノ商店ト四年後ナル今日ノ現状トヲ比較

対照シテ カニ大方針アル推移ナルヤ否ヲ疑フヲ説キ，濠州商品ノ大宋タ

ル羊毛ノ受託買次ト牛荘貿易ノ骨子タル豆粕ノ見越売買トヲ兼営スルガ如

キ不権衡極マル事実モ無主義ヨリ来レル一現象ニ非ルカ」としており，

営業ハ凡テ commission basisニ於テ之ヲ行フ」ことを具申していた。

こうして，日露戦争以降，中国を対象とする交易は姿を消し，豪州との交

易が拡大した。豪州からの主要輸入品は羊毛であり，それに肥料等がつづ

いており，豪州への主要輸出品はタオルであり，豆油，羽二重等の輸出も

増加していたのである。日露戦争期から日露戦後の兼松の羊毛取引の進展

をうかがうために，兼松の明治40年代前半の取引先別羊毛取扱数量を整理

したものが表５である。同表によると，明治40年代前半の兼松の羊毛取引

数量は激増しており，官需では陸軍被服廠と千住製絨所，民需では日本毛

織株式会社が主要取引先であった。陸軍被服廠と千住製絨所からなる官需

が明治40年代前半の兼松の羊毛取引総量の５割から６割以上をしめるにい

たっていたのである。

明治末期の羊毛取引のこのような急激な拡大は，シドニー市場等の様相

を大きく変容させ，日本の商社のシドニー市場等への進出を促すことにな

ったものと思われる。そこで，Pam OliverやWilliam R.Purcellなどの

研究にもとづいて，日本の主要商社の豪州市場への進出過程を整理して示

したものが図１である。これによると，1890（明治23）年に兼松商店がシ

ドニー支店を開設したのち，日露戦後を中心に三井物産，大倉組，高島屋

飯田が豪州に進出している。そして，第一次大戦後の1920年代初めに三菱

商事，野沢，矢野上甲，幾久組，日本綿花などの進出がみられ，荒木，岩

井商店，伊藤忠などがそれに続いていたのである。とりわけ羊毛の買付に

ついては，兼松商店に加えて，日露戦後にいたり，三井物産，大倉組，高
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島屋飯田が参入し，こうした４社が主としてそれをになうようになり，

1920年代初めにさらに三菱商事，日本綿花が参入して，これらの６社間の

競争が熾烈化したものと思われる。

表５ 日露戦後の兼松の取引先別羊毛取扱数量

(注)『兼松商店史料 第参編』によって作成。

図１ 日本の商社の豪州進出過程

(注) 1.Pam Oliver‘Japanese immigrant merchants and the Japanese trading company
 

network in Sydney,1880s to 1941’,P.Jones and P.Oliver,eds.Changing Histories,

Monash Asia Institute,Victoria,2001,pp.8-10の表１，表２に主に依拠して作成した

が，W.R.Purcell,‘The Nature and Extent of Jpanese Commercial and Economic
 

Interests in Australia 1932-41’(Unpublished Ph.D.Thesis,Unibersity of New South
 

Wales,1980),p.192及び『兼松商店史料』を参照して若干補正した。

2.？は，当該年には存在が確認できるが，進出時点が記録の上でははっきりしないこと

を示している。
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明治末期以降の商社各社の豪州進出

兼松商店の1890（明治23）年のシドニー支店の開設を先駆として，日露

戦後には三井物産，大倉組，高島屋飯田が，また第一次大戦後の1920年代

初めには三菱商事，日本綿花などが各々豪州に進出し，日豪間の貿易が発

展した。『兼松商店史料』の1907（明治40）年の一節によると， 商店ノ

創業当時ニハ，極メテ微々言フニ足ラザリシ日濠間ノ貿易量モ，日清戦役

後漸次増進ノ実ヲ示シ，更ラニ最近ノ日露戦後我邦羊毛需要量ノ急増ヲ主

因トシ，急激ノ発展ヲ来シテ我貿易界ノ視線ヲ惹キタル結果，近時邦人ノ

シドニーニ開店シテ同業ヲ営マントスルモノ少ナカラズ，大沢商会，高島

屋，三井物産，大倉組，増田屋等即チ之レナリ」としており，三井物産に

ついてはつぎのように記述している。 三井物産会社ガ出張員浅野長七氏

ヲ濠洲ニ派シタルハ明治丗三年頃ノコトニ属シ，其後社員関善 氏（後年

転々シテ商店ニ入ル）ヲ之ニ附シ，浅野個人ノ名義ヲ以テ事務所ヲシドニ

ーニ設置スルコト三年余ニ及ビシガ，当時羊毛ニ関シテハ多ク注意ヲ向ケ

ズ，輸入品トシテハ鉛，小麦，輸出品トシテハ木材，肥料等ニ重キヲ置キ

シモノヽ如クナリシガ，時機尚早ノ結論ニ到達シタルモノカ，此出張員ハ

丗六年頃一旦引揚ゲタルガ，偶々日露ノ開戦トナリ，曩ノ浅野出張員ハ豫

備役主計トシテ応召中，丗 年初濠洲ヨリ軍馬購入ノ事アルニ際シテ同社

ノ為メ意外ノ効果ヲ発揮スルアリ，更ニ戦後羊毛ノ需要急増スル等ノ状況

ニ鑑ミタルモノヽ如ク，四十年六月社員馬場玲三氏ヲ渡濠セシメ，今回ハ

社名ヲ以テ出張所ヲシドニーニ開設シ，漸次人員ヲ加ヘ，久シカラズシテ

出張所ヲ支店ニ昇格シテ，広ク輸出入業ヲ営ムト共ニ，新ニ羊毛部ヲ置

キ，工業学校出身ニシテ毛織工場ニ多少ノ実験ヲ有スル井島重保氏ヲ採用

配属シテ，大ニ同品ノ買次ニ力ヲ用ユル」とある。三井物産のサイドか

ら，物産の日豪間の羊毛貿易に関する認識をうかがうと，やや後年になる

が，1916（大正５）年の『支店長会議議事録』のなかに関連する記述があ
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るので，それを紹介すると， 羊毛商売ニ付キテハ兼松商店ニハ数歩輸シ

居レリ。其原因ハ同商店ニ於テハ永年取扱ヲ為シ居リテ斯道ノ経験者多キ

ニ不拘，当社ニテハ開始日浅ク経験者ナキニ帰着スベシ。吾社取扱高ハ

年々増減アリテ不定ナルヲ以テシドニーニ多クノ使用人ヲ置クノ見込立タ

ズ，控目トナスコトモ亦一因ナルベシ。併シ今後ハ英米ニ対シテモ羊毛ノ

商売ヲ開始シ，相当ノ成果ヲ挙ケ得ベキ確信ヲ有セリ。要スルニ本邦ニ於

テ羊毛商売ノ発達ヲ図ルト共ニ一面欧米ニ於テモ発展ノ見込アリ。内外相

待ッテ漸次取扱高モ多数ニ上ルベク，競争者ニ劣ラザル積リナリ」として

おり，1921（大正10）年の議事録は「爾来羊毛買付人ノ養成ト売込トニ努

メ年々取扱増加シ」と記述していた 。また，三井物産のシドニー支店に

関する在豪資料のなかから，同支店の沿革等にふれたものの一節を紹介す

ると ， 戦前1912/3年ニ於テハ其ノ取扱量（羊毛）ハ兼松第一，大倉第

二，三井第三，飯田第四ニシテ，翌年ニ至リ当社ハ第二位ニ上リ，大倉ハ

第三位ニ変レルコト別表ニ示ス通リナルガ，戦後ニ至リ，兼松第一，三

井，飯田，大倉之レニ次グ，大倉ガカク第二位ヨリ第四位ニ下リタル理由

ハ戦前日本注文ノ大部分ヲ占メタル千住製絨所ノ注文ヲ主トシテ取扱ヒタ

ル同社ハ其後発展シタル民間会社ノ注文ヲ受クルコト少ナク僅カニ日本毛

織一社ノミナルト且当局者ノ更迭頻繁ト余リ熱心ナラザルニヨルモノヽ如

ク，飯田ハ戦前ハ外人ノ代理店ニヨリ買付シモノガ戦後独立自商ノ名義ヲ

以テ発展シ，兼松ハ戦前戦後共ニ日本向最古ノ積出商トシテ今尚優勢ノ地

位ヲ占メ当社ノ一大頭敵ナリ，当社ハ其ノ開業ガ兼松ヨリモ遙カニ遅キニ

モ拘ラズ ボ同店ノ ヲ磨スルニ至リシハ，一ハ当社ノ信用ト資力ノ大ニ

ヨルモ販売店担当員ノ勉励ニヨリシモノニシテ仕入店亦之ガ買付ケニ尽力

セリ」としている。明治前期から後期の羊毛輸入にしめていた大倉組の地

位について注目すべき示唆的な叙述がなされていることに留意すべきであ

るし，兼松より遅れて参入した三井物産がその後著しい成長を示し，物産

の豪州羊毛の取扱量が急増していたことがうかがえることに注意しておき

たいと思う。
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第一次大戦後の1920年代初めに豪州に進出した商社については，三菱商

事シドニー支店に関する在豪資料のなかに同支店の沿革等にふれたものが

あるので，その一節をつぎに紹介する 。 吾社ノ日豪取引ハ1917年ダル

ゲチー社員日本来遊ノ際討議ノ結果主トシテ絹織物ニ付 D社ヲ代理店ト

定メタルニ始マリ，雑貨，金属類ノ引合モ加ハリ此代理店関係ハ1922年迄

継続セリ，其間取引ノ進展思ハシカラズ，一方我社ノ羊毛取引開始ノ気運

モ熟シタルヲ以テ愈本格的進出ノ準備トシテ1920年高橋五郎氏ヲ最初ノ駐

在員ニ任命シ，代理店 D社内ニ寄寓セシメタルガ翌年1月羊毛買付人タル

ベク上野巳世次氏加ヘラレ同年９月13日遂ニ独立ノ事務所ヲ16-20

Bridge Streetノ London Assurance Buildg.内ニ開設セラレ，爾後引続

キ羊毛係員，織物，小麦係員等正員並ニ外人傭雇員ノ増員ヲ見，店舗モ拡

張相亜ギ，取引又逐年進展シタリ，遂ニ1926年９月１日支店ニ昇格シ，高

橋氏支店長ニ任命セラレ，1930年ノ当国労働内閣ノ政策ニ基因スル未曾有

ノ不況時代ヲ経テ1931年２月１日川村音次郎氏支店長ニ新任セラレ高橋氏

ト更迭ス，同年８月24日現在所在地Kyle House, Macquarie Placeニ移

転ス，爾来吾社綿布取引当店ニモ開始セラレ Juteノ取引加ハリ業績大ニ

挙ガル，従テ店舗モ又一段ノ拡張ヲ見タリ，此1931年╱34年ハ我社小麦，

麦粉，羊毛ノ買付記録的発展ヲ遂ケタルガ時恰モ日豪親善ノ叫ビ両国ノ世

論ヲ形成シ，日本ハ英国ニ亜グ農牧産品ノ一大顧客トナリ其取引勢力大ニ

加ハリ，我社ノ地位亦大ニ向上セリ」としている。三菱合資会社営業部の

所管していた事業を分離，継承して，1918（大正７）年３月に三菱商事株

式会社が設立され，同社は，石炭，銅などを中心とした社内品の取扱いか

ら社外品の取扱いに事業を拡張した。毛紡績業者の第一次大戦期の勃興に

より，羊毛輸入も注目されるところとなったが，おりから，大戦中の豪州

羊毛は英国政府の管理下にあり，一般の取引はできなかったので，南阿羊

毛の取扱いなども一時試みられたようであるが，1920（大正９）年６月の

豪州羊毛の解禁にともなって，その本格的取扱いに乗りだしていったこと

がうかがえる。同年10月にシドニーに駐在員をおき，羊毛取引所のオーク
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ションに出場資格のある社員の養成につとめるとともに，1922（大正11）

年11月にシドニー羊毛取引所のメンバーとなり，本格的な取引をはじめ，

羊毛取扱量も急増した。そして，小麦，小麦粉等の取引にも進出した。こ

うして，1926（大正15）年９月に支店に昇格し，1931（昭和６）年にはメ

ルボルンにも出張員をおいたという 。

明治20年代に豪州に進出した兼松商店に関する前節の検討をふまえ，本

節では，日露戦後に進出した三井物産と第一次大戦後の1920年代初めに進

出した三菱商事について各々記述資料にもとづいて簡単な検討をおこなっ

たが，それらをふまえ，つぎに商社各社の動向を若干の数量データによっ

てみておくことにしよう。

そうした検討にはいる前に，豪州羊毛の各国への輸出動向を整理した表

６をまずみることにしよう。同表によると，連邦国家成立後まもない頃の

豪州羊毛の輸出は，イギリス向けを中心としており，フランス，ドイツ，

ベルギーなどのヨーロッパ諸国がそれにつづいていたが，日本向け輸出は

日露戦争期に増加するものの，豪州羊毛の輸出にしめるその比率はまだ小

さかったといってよい。しかし，第一次大戦期から大戦後の1920年代には

いると，日本向け輸出は一層拡大し，豪州羊毛の輸出の10％から15％をし

めるにいたっていた。こうして，日本は，イギリス，フランスにつぐ豪州

羊毛の輸入国となり，その後，ヨーロッパ諸国への豪州羊毛の輸出が減退

するなかで，日本はイギリスにつぐ世界第２位の豪州羊毛の輸入国となっ

ていたのである。

こうしたことをふまえて，つぎに豪州羊毛の輸入に携わった日本の商社

各社の輸入動向をみることにしよう。商社各社の輸入動向をみるために，

ここでは，羊毛取引所における日本の商社各社の羊毛買付量をその代理指

標として使用することにしたい。各地の羊毛取引所のオークションにおけ

る商社各社の買付実績に関する報告資料がNational Archivesの Sydney
 

Office所蔵のオーストラリア政府の接収文書のなかの高島屋飯田の資料

のなかにのこされているので，さしあたり，それにもとづいて，試みに集
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計をおこない，その結果をとりまとめたものが表７と表８である。これら

の表の商社各社の買付量は，各年度の各商社のすべての買付量を捕捉して

いるとは必ずしもいえないものの，各商社の買付量の動向を相対的に比

較，検討するのにはある程度有用といってもよいのではないかと思われ

る 。

表７によって，第一次大戦期にはいる前の日本の商社の豪州羊毛の買付

状況をみると，兼松が商社各社の買付量の集計値の５割から６割ほどをし

めており，首位にあり，それに大倉組がつづき，買付量の集計値の２割か

ら３割ほどをしめていた。この時期の三井物産の買付量のシェアは２割に

は届いておらず，高島屋飯田のシェアはさらに小さなものであった。当該

期の商社各社の買付量のこのような構成には，それ以前の豪州羊毛の輸入

表６ オーストラリアの羊毛輸出の動向

(注) 1.Official Year Book of the Commonwealth of Australia,No.3-1910～No.34-1941に

よって作成。

2.実数の単位は千 であり，( ）数値は％である。
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表
８
続
き

(注
)
1.
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に
よ
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実
数
の
単
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あ
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，
(
）
の
数
値
は
％
で
あ
る
。

表
８
続
き
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事情がある程度うかがえるといってもよいであろう 。

しかし，第一次大戦期にはいり，英国による豪州羊毛の管理がなされる

前の豪州羊毛の買付状況には変化の兆しがあらわれていた。兼松，大倉

組，三井物産の買付量が増加するなかで，とりわけ物産の増加が顕著であ

り，物産の買付量のシェアは２割から３割ほどになっており，大倉組のそ

れを超えていたのである。英国による豪州羊毛の管理が解除され，市場が

再開された1920（大正９）年以降の商社各社の買付量の動向をみると，兼

松の買付量が1920年代前半にはなお最大であるとはいえ，そのシェアは落

ちており，大倉の買付量も停滞的であって，シェアの低下は顕著であっ

た。他方，三井物産の買付量は堅調に推移しており，高島屋飯田の買付量

も急増した。こうして，1920年代中葉には，物産の豪州羊毛の買付量が兼

松の買付量にならぶようになり，以降1930年代中葉にかけて兼松のそれを

凌駕するにいたったのである。そして，1920年代にはいり参入した商社の

なかでも，三菱商事の買付量は1920年代中葉にかけて顕著な増加を示して

おり，大倉や高島屋飯田の買付量を凌駕し，そのシェアは三井物産，兼松

につぐものになっていたのである。豪州羊毛の買付けに携わっていた商社

各社の買付量には無視しえない重要な変化があったのであり，兼松のはた

した役割は大きなものがあったとはいえ，第一次大戦期以降には三井物産

や三菱商事などの買付量の増加も顕著になり，1930年代にはいると高島屋

飯田の買付量も急増していたのである。こうして，豪州羊毛の英国による

管理がなされた数年の中断をはさみ，1910年代初めから1930年代中葉の商

社各社の豪州羊毛の買付量の推移を検討してみると，兼松をはじめ，三井

物産，三菱商事，高島屋飯田などの商社各社の積極的な営業によって，第

一次大戦期以降豪州羊毛の輸入が堅調に推移し，日本はイギリスにつぐ豪

州羊毛の主要輸入国となるにいたっていたのである。

さいごに，こうした商社各社の豪州羊毛の買付けがどの市場においてな

されていたのかを表８によってみておくことにしよう。羊毛取引所のオー

クションは，1930年代末葉には，Brisbane（Queensland州)，Sydney，
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New Castle，Albury（以上，New South Wales州)，Melbourne，

Geelong（以上，Victoria州)，Adelaide（South Australia州)，Perth

（Western Australia州)，Hobart，Launceston（以上，Tasmania州）

などで開催されていたが ，日本の商社各社がもっぱら買付けていた市場

は，なかでもシドニーであったのであり，それにブリスベンがつづいてい

た。メルボルンの市場には，三井物産，兼松が1920年代後半にはいり進出

しており，1930年代初期に三菱商事，高島屋飯田が，1930年代中葉に大倉

商事，日本綿花が参入していたのである。豪州羊毛の輸入は第一次大戦期

以降大旨堅調に推移していたが，それは，兼松，三井物産，三菱商事，高

島屋飯田などの商社各社の積極的な営業とシドニー，ブリスベンからメル

ボルンを包摂し買付市場を拡大することによって可能になったものと思わ

れる。

かくて，このようなことを念頭におくと，戦前の日豪貿易の社会経済史

研究，経営史研究を十全になすには，兼松商店や三井物産，三菱商事など

の動向に留意して，より大きなパースペクティヴのもとに研究を進めるこ

とが肝要になるのであり，今後はそうした方向にさらに研究の具体的展開

をはかっていくことにしたい。
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（１) 本節の叙述のより詳細な論証については，天野雅敏「明治期の貿易商

社・兼松商店に関する一考察―羊毛取引を中心にして―」(『国民経済雑誌』

（神戸大学）第183巻第５号，2001 平成13>年）17-29ページ，天野雅敏

「貿易商社兼松商店の経営と前田卯之助―明治期を中心にして―」(『国民

経済雑誌』(神戸大学）第189巻第１号，2004 平成16>年）21-34ページ，

天野雅敏「明治後期の兼松商店の経営動向と日本商社の豪州進出」(『大阪

大学経済学』第54巻第８号，2004 平成16>年）60-77ページを参照。

（２)『兼松商店史料』については，『兼松回顧六十年』(兼松株式会社，

1950 昭和25>年）64ページ，『兼松六十年の歩み』(兼松株式会社，

1955 昭和30>年）167ページ，前掲天野雅敏「明治期の貿易商社・兼松

商店に関する一考察」28-29ページを参照。

（３) 以上の叙述については，山口和雄『近代日本の商品取引―三井物産を中

心に―』(東洋書林，1998 平成10>年）193ページ，253ページを参照。

（４) National Archives of Australia (Sydney)所蔵資料。

（５) National Archives of Australia (Sydney)所蔵資料。

（６) 以上の叙述については，『三菱商事社史 上巻』(三菱商事株式会社，

1986 昭和61>年）122-124ページ，147ページ，172-174ページ，192ペー

ジ，307-309ページ，348-349ページ，372-373ページを参照。

（７) 表７の三菱商事の豪州羊毛の買付量と前掲『三菱商事社史 上巻』307

ページに紹介された1923（大正12）年―1938（昭和13）年の三菱商事のオ

ーストラリア・ニュージーランド羊毛の取扱量を比較すると，前者は後者

の６割５分から９割近くをカヴァーしている。

（８) 本稿の「Ⅱ 明治中期の兼松商店の豪州進出」の叙述を参照。

（９) 株式会社兼松商店調査部『濠洲』(国際日本協会，1943 昭和18>年）

221ページを参照。
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A Study of Japanese Trading Companies in Australia
 

in the Meiji Period

 

Masatoshi AMANO

《Abstract》

The purpose of this article is to trace the development of Japanese
 

trading companies in Australia in the Meiji Period. F. Kanematsu
 

Trading Company was the first Japanese-based trading company to
 

operate its branch office in Australia. It was established in Kobe in
 

1889, with a signboard “Kanematsu Fusajiro Shoten for the Japan-

Australia Trade”.The Sydney office of F.Kanematsu Trading Com-

pany was opened in April,1890.Kanematsu foresaw an increase in the
 

demand for wool and was engaged on importing it directly from
 

Australia.

After the Sino-Japanese War (1893-1894) F. Kanematsu Trading
 

Company was interested in developing the Japan-China trade and
 

opened its branch office in Shanghai. The Company suffered great
 

losses due to the failure in speculative trade with China.The Japan-

Australia trade became the main business of the Company again after
 

the Russo-Japanese War (1904-1905).The military demand for woolen
 

cloth occasioned by the Russo-Japanese War elevated the demand for
 

imported raw wool.Three major Japanese trading companies―Mitsui
 

Bussan,Okura,and Takashimaya-Iida opened branch offices in Sydney
 

after the Russo-Japanese War.The market opportunities for Japanese
 

trading companies expanded rapidly during the period of the First
 

World War. Other Japanese trading companies―Mitsubishi Shoji,

Nihon Menka and others―opened branch offices in Australia at the
 

beginning of 1920’s. The competition among Japanese trading com-

panies became severe.It is impressive that Mitsui Bussan surpassed F.
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Kanematsu(Australia)Ltd.at the volume of buying Australian Wool in

 
the mid 1920’s.
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